
【R3:先－18】 境港公共上屋等整備に関する民間活力導入可能性調査

（実施主体：境港管理組合）

事業／施設概要 目的・これまでの経緯

【経緯】
• 境港における港湾施設である外港１～４号上屋は

一番新しい４号上屋でも竣工後４２年が経過してい
る。

• 近年、老朽化に伴う雨漏り被害等の発生により利
用者への利用制限や損害賠償の対応が発生して
おり、都度、応急的な対応を行っているが、今後の
更なる老朽化の進行や、隣接する境漁港高度衛
生管理型市場の建設など社会情勢の変化を鑑み、
抜本的な改修の検討が必要な状況となっている。

• 令和3年の本調査実施前に行ったヒアリング等で
は、物流事業者から、「ふ頭用地、公共上屋の不
足」や「物流ターミナルの検討が必要」といった意
見を伺った。

【目的】
現在、境港管理組合が整備し管理・運営を行っている

公共上屋の抜本的な改修等について、上屋の規
模や機能の最適化、取扱い貨物量の増加（水産品
等の輸出強化）を図るため、民間ノウハウや資金
の活用も視野に整備手法等の検討を進めることと
し、令和３年度は先導的官民連携支援事業（国補
助事業）の活用により、本地区における上屋機能
の整理及びPFI 事業の導入について可能性調査
を行う。

【事業分野：港湾】 【対象施設：上屋施設】 【事業手法：DB、DBO、PFI（BTO、BOT）】

調査のポイント

・港湾施設である公共上屋の再整備事業における輸出入貨物拡大の実現も視野に入れた一体的な整備手法の検討。
・老朽化した公共上屋を集約化による上屋機能の最適化と利用ニーズを踏まえた民間収益事業の実施可否を含めた検討。

事業予定地 1号上屋

2号上屋

3号上屋

4号上屋

事業予定地

拡大図

項 目 １号上屋 ２号上屋 ３号上屋 ４号上屋
所有者 境港管理組合
場所 外港1号岸壁背後 外港2号岸壁背後

建設年度 S39年(1964) S41年(1966) S46年(1971) S53年(1978)
建築面積 1,918㎡ 1,918㎡ 1,692㎡ 1,661㎡
総床面積 1,643㎡ 1,643㎡ 1,643㎡ 1,651㎡

構造・階数 S造平屋 S造平屋 S造平屋
コンクリート造

平屋

用途 荷主企業貨物（紙、パルプ製品、木製品、金属等）の一時保管

【事業概要】
境港に位置する公共上屋（1～4号）の再整備事業において老朽化への対応や

上屋機能の最適化、取扱い貨物量の増加等を実現させるために、官民連携手
法の導入可能性を調査及び検討する。

【施設概要】 調査対象の上屋施設

境港市基礎情報（R4.2月末 時点）
・人口:33,175人
・面積：29km2
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調査結果
【事業スキームの検討】
• 上屋施設の整備のみを民間事業者が実施する手法（DB）と整備、維持管理・運営を包括的に実施する

手法（PFI、DBO）を対象に検討を実施した。
• 民間事業者へのマーケットサウンディングにより、整備と維持管理・運営の包括的な実施によりコスト削

減効果や税制上有利であること、施設・事業の公共性の担保等の観点からPFI（BTO）が望ましいことが
明らかとなった。

• 公共上屋や野積場の使用料収入から維持管理・運営業務を独立採算にて実施することについて、特に
維持管理業務はサービス対価による固定収入を望む意見が多くあった。

【事業範囲の検討】
• 運営業務に「輸出入貨物量拡大に係る業務」を含める場合、ノウハウを有する民間事業者の獲得が課

題となることが明らかった。
【民間収益事業の検討】
• 既存上屋機能に加え、民間収益事業として冷凍・冷蔵倉庫機能の導入可能性を検討した。
• 水産関係事業者等への需要調査において、新たな公共上屋に冷凍庫及び冷蔵庫を設置した場合の民

間事業者の利用意向は2者程度（回答のあった9者中）に留まり、当該機能の導入には慎重な検討が必
要となることが明らかとなった。

【総括】
• 本事業に最も適した事業方式として想定したPFI手法（BTO方式）及びマーケットサウンディングにてPF

手法（BTO方式）に次いで回答のあったDB方式について、定量評価を行った。
• その結果 PFI手法（BTO方式） は3.0％、DB方式は6.0％の削減効果が見込まれることが明らかとなった。
• 本事業の目的である上屋の規模や機能の最適化、取扱い貨物量の増加の実現を図る上では、設計か

ら維持管理・運営までを一体的に実施するPFI手法が最も望ましいと考えられるが、今後、事業実現性
にも配慮し、適切な事業内容の構築が課題となる。

調査の流れ

事業化に向けた今後の展望

○事業化にあたっての課題
・事業実現性や競争性を確保するためには、事業実施主体の

獲得や民間事業者が対応可能な事業条件の調整が重要。
・港湾事業に関するノウハウを有する民間事業者が限られるた

め、適切な情報提供を行うと共に、民間事業者同士のマッチ
ング機会を行政側が提供することで、民間事業者側のコン
ソーシアム組成の後押しを図ることも検討する。

（１）建て替えによる上屋整備計画の検討

（５）諸条件を勘案した整備手法及び
公有資産の利活用方法（総合評価）

（６）実施方針（案）の作成

（２）立案した整備計画に基づく民間活用の
手法整理

（４）事業スキーム
の検討

（３）マーケット
サウンディング

事業化に向けた想定スケジュール

・アドバイザリー業務
（実施方針策定、要求水準書、
公募条件等の検討）

・実施方針、要求水準書（案）、
特定事業の選定の公表

・入札公告
・事業者公募
・事業者選定
・契約締結

・基本設計、実施設計
・建設工事

R4年度 R5年度 R6年度～ R8年度

供用
開始


